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研究成果の概要（和文）：自然災害による被災で企業や家計がどう変化し、どう復興・成長していくかを国際貿
易・空間経済の視点で理論・実証分析をした。特に企業や家計のミクロデータや自然災害の被害データを独自に
生成しミクロ計量分析を行った。復興と成長の観点からはレジリアンス(耐久性・柔軟性)や防災が重要である。
本研究では様々な角度から研究した。さらに、2020年度以降、疫病の蔓延を広義の災害と捉え、新型コロナウイ
ルス感染症下における感染症対策と経済活動に関しても併せて研究した。テレワークによる就業の継続と感染症
抑止に関して、レジリエンスや防災の視点で研究した。独自の就業者調査を行い、デジタル経済の進展や感染症
対策を分析した。

研究成果の概要（英文）：This project conducted theoretical and empirical analyses of how firms and 
households change, recover, and grow in the aftermath of natural disasters from the perspective of 
international trade and spatial economics. We conducted a econometric analysis by generating micro 
data on firms and households and damage data from natural disasters. Resilience and disaster 
prevention are important from the perspective of growth. Furthermore, this project was also 
conducted on infectious disease countermeasures and economic activities under a new type of 
coronavirus infection. Telework facilitates work from home and deterrence of infectious diseases 
through telework from the viewpoints of resilience and disaster prevention. We conducted an original
 survey of workers and analyzed the progress of the digital economy and infectious disease 
countermeasures.

研究分野： 経済学
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研究成果の学術的意義や社会的意義
自然災害による経済的損失は大きく試算は多く存在するが、個々の企業や家計の行動は十分分かっていない。本
研究ではミクロ的な視点から、どのような企業や家計がどう被害を受け、その後復興していくのかを明らかに
し、どう減災できるのか、どう復興までのスピードを高めるか、について都市、産業集積や地域経済の視点から
日本経済の様々な過去の災害をテーマに理論・実証研究を行った。一連の研究により、自然災害によるダメージ
の度合いと企業規模や企業行動(国際化など)、取り巻く地域経済(地域金融など)との関係が明らかになった。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１（共通） 
 
１．研究開始当初の背景 
近年、大規模自然災害が頻発しており、経済的な損失は極めて大きい。従来から「備える」こ
と(防災)が重要とされてきた。しかし、最近想定を超える災害が頻発しており、想定外を覚悟
して被災に耐え、政府の支援を頼りにする、といった傾向になりつつある。しかし、これでは
消極的であるし、限界がある。この大規模災害の時代には、個々の企業や家計の「備え」が今
まで以上に必要になっている。経済学の立場から深く研究することで、どのようにどれだけ備
えればよいのか、多くの施策が見つかるはずである。本研究ではこうした問題意識を念頭にし
て、経済学的に企業や家計がどう備えれば、損失を最小化できるのかを国際経済、空間経済学
の手法を用いて定量的に分析する。 
 
２．研究の目的 
当初からの研究目的：日本では地震工学など理系分野での研究蓄積が多いものの、これを経済
学に積極的に取り入れた研究は少ない。従来の災害の経済分析では被害推計として国や地域レ
ベルの死傷者数を用いることが多かった。一方、本研究では様々な理系のデータ(気象、地盤、
地形、被災マップ)やGISを駆使して地理的にピンポイントで被害を精密に推計し、経済学の分
析に適合するような手法や指標を開発する。この作業と並行して、就業者に対し防災に関する
質問票を作成し、独自のミクロデータを生成する。これらのデータを基に国際貿易や空間経済
の観点から企業や家計の被害や防災を高度な理論・計量分析にて定量化する。 
このような研究当初の目的に加えて、2020年度からはコロナ禍により新たな目的が加わった。
災害を自然災害のみならず、疫病のまん延といった広義の災害に拡張した。至急の課題である
感染症蔓延の抑止と終息と経済活動の維持のため果敢に研究を行った。コロナ禍における人々
の行動の変化や就業の変化を分析し、特にコロナ禍で進んだテレワークに関して研究した。テ
レワークは感染症抑止に有用であり、ある種、広義の「防災」と言える。在宅勤務により経済
活動を維持できレジリアンス(柔軟性)を高めることになる。 
 
３．研究の方法 
本研究では、国際経済学や空間経済学を軸にして、自然災害と経済、特に個々の企業や家計に
おける災害、人々の防災対策といったミクロ的側面に着目し、GIS(地理情報システム)を駆使
し、大規模な自然科学データを用い経済学と融合させることで、理論と実証の両面から分析す
る。また2020年度からは広義の災害である疫病(新型コロナ感染症)に関して、感染症抑止と経
済活動の維持のためのテレワークによる在宅勤務の研究を行った。 
具体的には３つの研究から構成される。①基礎分析：災害の測定手法の開発とミクロ防災デー
タの構築、②国際経済：災害による企業の国際化と生産や厚生への影響、③空間経済：災害と
企業・家計の立地、である。 
従来の国際貿易や空間経済学では、個々の企業や家計の行動といったミクロ分析が進んでいる
が、常に定常的であり、災害や防災を明示的に取り入れた分析、あるいはより一般的に、リス
クや不確実性を考慮した研究は極めて少ない。一方で、「災害の経済学」は、マクロ的な実証
研究が多く、被災後に資本や人口がどう成長するのか、復興までどれだけ時間がかかるのか、
どのような社会的な要因や制度が復興を後押しするのか、といった研究テーマが多かった。一
方で個々の企業や家計の行動や防災対策をメインに理論と実証の両面から分析した研究は少な
い。したがって、本研究ではこの両者を融合し、国際貿易や空間経済の観点から企業や家計に
おける災害被害や防災について分析する。 
 
４．研究成果 
① 1959 年 9 月の伊勢湾台風における名古屋市内の企業の浸水被害と復興・成長 
伊勢湾台風による企業の被災と復興・成長に関してミクロ計量分析を行った。既存の伊勢湾台風
浸水日数地図を GIS に取り込んで電子化し町丁目レベルの浸水日数を計測した(図１)。また伊
勢湾台風の経路情報から風速も計測し災害のダメージ指数とした。また当時の地図を基に町丁
目の隣接状況から隣接町丁目における被災度合いも考慮した。一方、名古屋市内の企業データを
「帝国銀行会社要録」各年版から抽出した。住所情報から企業データとダメージ指数とをマッチ
させた(図１、図２)。個々の企業の浸水日数や風速、売上、雇用、資本の成長比率、企業の立地
する町丁目のダメージ及び隣接町丁目のダメージを用いて空間計量分析した。結果、企業規模の
みならず浸水日数が復興と企業成長に影響を与えることが分かった。また産業による違いが顕
著で、製造業企業は着実に時間をかけて伸び続ける。また、建設業の復興成長は短期的に大きく
伸び、隣接町丁目の被害も有意な正の影響があった。災害後の復興需要が大きな効果を持ち、例
えば浸水日数の大きい被災地域に隣接する建設業の成長は特に大きかったことが分かった。本
研究では浸水日数など独自のダメージ指標を町丁目レベルで作成した点に特徴がある。また、伊
勢湾台風に関しては、経済被害のマクロ的な数値は当初から存在したが、経済学的な研究が乏し
い。企業レベルでの計量分析は今までになく、本研究が初めてである。 
参考文献 OKUBO, Toshihiro; STROBL, Eric. Natural disasters, firm survival, and growth: 



Evidence from the Ise Bay Typhoon, Japan. Journal of regional science, 2021, 61.5: 
944-970. 
  
図１：伊勢湾台風の浸水日数      図２：企業の立地パターン 
 
 
                 
 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
     
 
② 関東大震災における横浜市内の企業の被災と創造的復興 
1923 年 9 月 1 日に発生した関東大震災に関して、横浜市内の企業レベルデータと自然工学にお
ける震度マップを基に計量分析した。震度マップは地震工学分野の研究者からの提供を基に町
丁目レベルに集計し、個々の企業のダメージ指数として用いた。また企業データは震災の前後の
データを電子化しパネル化し、企業の存続と撤退を分析した。さらに企業が存続した場合、機械
原動力の馬力数の増加との関係を推計した。被害の大きかった中小規模の企業ほど、震災後、機
械を更新し馬力数の高い機械に置き換えたことが分かった。当時の動力革命の時期とも一致し
ており、関東大震災をきっかけに馬力の高い原動機の普及が中小企業を中心に大きく進んだ。あ
る種の「創造的破壊仮説」と言える。本研究は地震工学における災害被害状況とミクロ企業デー
タを融合させて研究した点に特色がある。 
参考文献：OKAZAKI, Tetsuji; OKUBO, Toshihiro; STROBL, Eric. Creative destruction of 
industries: Yokohama city in the Great Kanto Earthquake, 1923. The journal of economic 
history, 2019, 79.1: 1-31. 
 
③ 国際貿易自由化や移民に関する人々の意識 
グローバル化する今日、世界では自然災害が多発しており、災害発生により貿易できなくなった
り、食料・資源の安全保障が重要になっている。また、世界各地で増加する自然災害により日本
のような自然災害に強い国への移民も増える可能性が今後ある。こうした中で、現時点で日本人
がどのように自由な国際貿易や移民受け入れについて考えているのかを家計ミクロデータ(慶應
家計パネル調査 KHPS・日本家計パネル調査 JHPS)を基に推計した。移民受け入れに関しては個人
の所得よりもむしろ Big５などの性格による影響が大きい。自由な国際貿易では高学歴の独身の
男性ほど支持しやすく、自由よりも平等を重視する人が支持しやすいことが分かった。本研究は
既存研究のような個人の所得や職業、認知能力による分析だけではなく、むしろ Big5 などの非
認知能力の影響を分析した点に特長がある。 
参考文献：OKUBO, Toshihiro. Public preferences on immigration in Japan. Japan and the 
World Economy, 2021, 58: 101073. 
FELBERMAYR, Gabriel; OKUBO, Toshihiro. Individual preferences on trade liberalization: 
evidence from a Japanese household survey. Review of World Economics, 2022, 158.1: 
305-330. 
 
④ 企業の異質性の下での国際貿易・空間経済 
グローバリゼーションの下での不確実性や企業の異質性を中心に理論分析した。災害のショッ
クによる企業立地(海外直接投資)と貿易パターンの変化を理論化した。災害のショックの度合
いが大きい場合には、現況の集積は一気に崩壊し、他の国に生産体制が急激に移転し、ショック
後は元の集積に戻らないことを理論化した。大規模災害が一度起こると、ある条件の下では産業
集積が元に戻らないことを理論化した。このようなことの理論的な先行研究は少なく、産業集積
や都市は従来から強靭であると思われがちだが、ショックが大きい場合には崩壊が一気に進む
ことが理論的に示された。 
参考文献：KATO, Hayato; OKUBO, Toshihiro. The resilience of FDI to natural disasters 
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through industrial linkages. Environmental and Resource Economics, 2022, 82.1: 177-
225. 
 
⑤ 地域経済・産業集積とレジリアンス 
2000 年代から行ってきている政府の「産業クラスター計画」に関して計量分析した。ミクロ企
業データ(TSR データ)を用いて、政策の効果を検証した。産業クラスター計画は企業間の取引ネ
ットワークの拡大に寄与していることが分かった。特に東京との取引を拡大させた。また、企業
を取り巻く経済環境(いわゆるエコシステム)も企業のクラスター計画への応募や採択に重要な
役割を果たすことが分かった。例えば、地元の地域金融の充実度合いや商工会議所における経験
などである。こうした地方経済における取引ネットワークの拡大やエコシステムの充実は地方
創生につながるのみならず、災害などに対するレジリアンスにもつながることを意味している。 
また、地方の産業集積の形成における地域金融の重要性が増している。日本の金融市場は地域で
大きく分断されていることを本研究で明らかにした。地域間での地域金融の発達度合いの違い
も大きい。このような分断や地域金融の発達度合いは「失われた 30 年」の中で地域経済の成長
率や不況の深さや長さの違いに大きく影響する。地域金融が発達し、全国市場(都心部)から隔離
されている地域では主要産業がない限り、不況の影響が局所的に増幅し、長期的にも成長が鈍い
ことが分かった。このような地域金融の発達度合いは経路依存性に依拠していることが分かっ
た。この研究の示唆するところはレジリアンスを高めるために地域金融を増加させるというの
は誤りである。むしろ地域金融の競争を加速させて、地域金融を統合し質を高めていくべきであ
る。 
参考文献 
OKUBO, Toshihiro; OKAZAKI, Tetsuji; TOMIURA, Eiichi. Industrial cluster policy and 
transaction networks: Evidence from firm‐level data in Japan. Canadian Journal of 
Economics, 2022, 55.4: 1990-2035. 
HOFFMANN, Mathias; OKUBO, Toshihiro. ‘By a silken thread’: Regional banking 
integration and credit reallocation during Japan's lost decade. Journal of 
International Economics, 2022, 137: 103579. 
 
⑥ コロナ禍におけるテレワークに関する分析 
NIRA総研との共同で1万人の日本の就業者に対するテレワーク調査を継続して実施した。極力、
同一の就業者が参加するようなパネルデータを構築した。2020 年 4 月の緊急事態宣言前から定
期的に行った。就業者のテレワークの利用の有無、職場のデジタル化の状況、働き方や仕事への
意識をはじめ、感染症対策、感染の有無、恐怖、政府の対策への考え方、ワクチン接種など幅広
い内容の調査になっている。この就業者実態調査(通称「大久保＝NIRA テレワーク就業者実態調
査」)を用いてテレワークの利用実態に関する一連の研究を行った。2020 年 4 月の一回目の緊急
事態宣言のもとで大きくテレワークが進展した。その後は 15％ほどに低迷し続けている(図３)。
論文では、特定の業種の利用に偏る傾向にあること、企業や仕事の環境が大きく影響することを
明らかにし、一方、緊急事態宣言下においてもテレワークをするだけでは仕事が完結せず、期間
中に少なくとも一回は出社した人はテレワーカーのうち 80％を占めていた。特に事務作業や各
種手続き、情報アクセスなどが理由だった。その後デジタル経済が進み、紙ベースのものや印鑑
の廃止が進んだため、状況は一転している。また、テレワークによる仕事の効率性に関しても研
究を行った。就業者実態調査によると、テレワークにより 20％ほど効率は下がったものの、全
般に大きく下がることはなかった(図４)。 
OKUBO, Toshihiro. Spread of COVID-19 and telework: Evidence from Japan. Covid Economics, 
2020, 32.26: 1-25. 
OKUBO, Toshihiro. Telework in the spread of COVID-19. Information Economics and Policy, 
2022, 60: 100987. 
OKUBO, Toshihiro; INOUE, Atsushi; SEKIJIMA, Kozue. Teleworker performance in the COVID-
19 era in Japan. Asian Economic Papers, 2021, 20.2: 175-192. 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



図３：テレワーク利用率とデジタルツール利用率の推移 

 
 
 
図 4：テレワーカーの仕事効率性(100 を通常の通勤勤務とする) 

 
 
⑦ コロナ禍における政府の政策効果の分析。GoTo キャンペーン、ワクチン接種に関する研究 
コロナ禍における観光業・飲食業支援の一環として政府が行った GoTo キャンペーンに関して就
業者実態調査を用いて実証研究した。疫病蔓延時(広義の災害時)においては、所得が急減した供
給側の救済のみならず、本来は消費者側でも多くの人が利用でき、広く恩恵を受ける必要があっ
た。本研究では、ごく一部の人に利用が集中する傾向にあること、特に所得の高い人や外向性の
高い人が頻繁に利用する傾向にあることが分かった。不平等感を是正する制度設計が今後求め
られる。またコロナ禍におけるワクチン接種に関しても就業者実態調査を基に計量分析した。集
団接種をすすめた大企業や政府・自治体勤務者のワクチン接種は非常に高かった。また、性別や
年齢に応じた接種意向の違いがあることが分かった。全般に日本における接種意向は 80％以上
であり諸外国に比べてかなり高かったことが分かった。さらに日独の家計調査(ドイツの SOEP と
日本の JHPS のコロナ特別調査)を基に比較研究した。両国では規律が高いことで知られるが、ワ
クチン接種は強制ではなくあくまでも自主的な行動だったため、社会的な要請が大きく、社会に
対する人々の意識、特に社会的規範が問われた。両国で社会的規範がどれだけ強いのかをワクチ
ン接種の状況を基に研究した。結果、日本はドイツよりもかなり強いことが分かった。日本にお
ける自然災害や疫病で混乱することなく人々が秩序を維持できる理由が、日本の社会的規範の
高さによるものであったことをデータ分析で明らかにした。 
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